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序章 研究の目的と方法 
 日本とベトナムは、各々同じアジア地域の漢字文化圏に位置し、近代化および近代国民
国家形成の過程で漢字文化およびその背後に位置する中国とどのように対峙し、どのよう
に近代化を担う固有の言語を確立していくかという課題意識を共有していた。1895（明治
28）年文部大臣井上毅は 、「漢文の勢力は益々鋭進して終には安南朝鮮の国民がなまじひ
に漢文を学び得たると同時に文弱に落入りたるが如きに至りたらむも知るべからず」(小中
村義象編『梧陰存稿』）と述べており、日本の当時のリーダーが「安南」（ベトナム）を比
較の対象とし、近代言語教育を構想していったことを確認できる。本研究は日本と「安南」
（ベトナム）がその後どのように近代言語教育を推し進めていったかを検証するものであ
る。日本とベトナムは同じ「国語」概念を有する世界で数少ない国の一つであるが、「国語」
概念の内実および「国語」の教育の展開は大きく異なっている。とりわけ国内の少数言語
地域に対し、異なった政策を採ってきた。本研究は、西欧をモデルとして出立した日本の
近代言語教育史の検証を基本としながら、フランス植民地支配から独立国家を樹立したベ
トナムの言語教育史を比較考察の対象とし、各々「国民国家の擬制性」注(1)による矛盾が
凝縮して現れた地域をフィールドとして、近代言語教育が不可避的に孕んだ矛盾がどのよ
うに問題化され、それを受けてどのような議論が積み重ねられてきたかを具体的に検証す
る。その際、前者においては主に筆者が居住する沖縄地域注(2)を、後者においては国境を
またがって多くの少数民族が居住する北部山岳地域をフィールドとする。 
 
 （Ⅰ）西欧近代をモデルとし、単一言語教育（国語教育）政策を採った国家（日本） 
      フィールド：主に沖縄地域 
 （Ⅱ）西欧近代における植民地支配から独立国家を樹立し、少数民族に対して２言語 
  併用教育政策を採った国家（ベトナム民主共和国およびベトナム社会主義共和国） 
      フィールド：北部山岳少数民族 
 同じアジア地域に位置し、漢字文化圏からの脱却と近代化を担う固有の言語の確立とい
う共通の課題を抱えながら、異なる言語政策を採った（Ⅰ）（Ⅱ）の歩みを複眼的に考察す
ることによって、グローバリゼイションに伴い「国民国家のゆらぎ」注(3)のなかにある日
本の今後の言語教育の課題と展望を明らかにすることを目的とする。 
 考察の観点は以下の通りである。 
(1)言語教育の制度についてどのように構想され、どのような議論がなされたか 
(2)近代化を支える言語教育の基礎となる言語についてどのような議論がなされたか 
(3)地域の言語文化の発展において近代言語教育はどのような意味を担ったか 
(4)地域の言語文化と言語教育をめぐる矛盾がどう問題化され、議論の過程で言語教育固 
有の論理がどのように見出されていったか 
 以上の４点の考察に基づき近代言語教育の到達点を明らかにするとともに、その矛盾と
課題を踏まえ、グローバリゼーションに伴う多言語社会を見据えたもう一つの(オールタナ
ティブ)言語教育への展望を見出したい。具体的には、つぎの３点の展望を探究する。 
○もう一つの(オールタナティブ)言語教育への展望において言語教育の制度面をどのよう
に構想していくか 
○もう一つの(オールタナティブ)言語教育への展望を支える言語教育観をどのように豊か
にしていくか 
○もう一つの(オールタナティブ)言語教育への展望をひらく学力論をどのように豊かにし
ていくか 
 論文は序章、第Ⅰ部日本編、第Ⅱ部ベトナム編、終章からなる。 
第Ⅰ部日本編 
第１章 地域の言語文化と近代学校－八重山地域の場合－ 
 1879（明治 12）年「琉球処分」の翌 1880（明治 13）年、沖縄県庁学務課に「東京ノ言
葉」を学ぶ会話伝習所が設置され、同年師範学校となる。沖縄地域における近代言語教育
がここに出立する。第１章では、近代学校出立の頃に遡り、琉球王府時代統治制度と一体
となり文字所有が士族男性層にしか許されなかった八重山地域において近代言語教育が担
った意味について考察した。 
 明治 20 年代前半の八重山島高等小学校１年生の残した竹原家「稽古文章」（作文文範集）
は、「稽古」という前近代的学習観のもと、未だ役人養成機関としての前近代の学校のあり
方を示す範文からなり、前近代との連続性が強く見られる。一方で言語文化と教育の観点
から、前近代の学校と近代学校では截然とした質的転換も見られる。近代となってからは
士族農民問わずに「普通学」が奨励される。八重山地域から初めて師範学校に進学した小
学校教員は「普通学」の教育内容を「アイウエオ」と端的に回想し、また明治 14 年度「学
事年報」には「初等小学科」の卒業要件として「五音正シク」発音することがあげられて
いる。前近代から近代への質的転換の一つとして、言語文化における統治の主たる領域が、
「文字」の領域から、生活により深く降り立ち結びついた「音声」（話しことば）の領域に
移ったことを見ることができる。以降、この「五音正シク」する言語教育が、沖縄地域で
「普通語励行」、「標準語教育」として展開されていくことになる。 
 こうした統治者の側の意図とは別に、封建制の矛盾を生きた下級武士竹原孫著が残した
「民間安悦口説」（1900（明治 33）年）には、文字所有の平等を言祝ぐ近代学校観が謳わ
れている。また八重山地域の女性として初めて文字所有を享受した宮城文の軌跡には、自
ら名づけた「文」という名前に象徴されるように女性の文字所有への願いが貫かれている。 
 文字所有を許されなかった農民層は、身体に根ざした「声の文化」を豊かに育んできた。
明治後期には、伊波普猷の影響のもとにこうした「声の文化」の「発見と創造」を担う八
重山地域出身の小学校教員喜舎場永珣等が登場する。しかしながらその「発見と創造」は、
伊波普猷と柳田国男を介しつつ、「南島」という位置づけのもとに行われた。そこには八重
山地域の言語を「国語」の原形を残す「南島方言」ととらえるか、日本語祖語から発展し
た一言語ととらえるかという「国語問題」をめぐる厳しい緊張関係が潜在していた。 
第２章 小学校「国語科」成立と沖縄地域－「普通語」概念に注目して－ 
 沖縄地域で明治 20 年代後半から特徴的に用いられた「普通語」という概念に注目し、「国
語」と「普通語」との関わりを一つの視点とし、1900（明治 33）年の小学校「国語科」成
立が沖縄地域にとって持ち得た意味について考察した。 
 明治 20 年代における国語国文学者等の論考で用いられた「普通語」という用語は、封建
制から資本主義社会への移行とともに身分・地域の差を越えて「普く通じる」話しことば
が必要になるとともに、教育の対象が一部統治層（エリート層）から普く民衆となり、教
育すべき言語の領域が文字から音声言語へと転換する必要性が意識化されたときに生じ、
近代への転換がもたらした言語への要請を端的に表す用語として受けとめられる。「普通
語」をめぐる議論は、ほぼ時を同じくして展開された何をこそ「国語」の内容とすべきか
という議論および小学校「国語科」成立をめぐる議論と呼応しあう。 
 小学校「国語科」成立に向けた議論は、「我国語ハ、生キテ居ル国語デアル」（伊沢修二）
という国語観を起点とし、上田万年によって、前近代の読み書き中心の学問観をひきずっ
た「読方科」「作文科」「習字科」という枠組みには収まらない「談話語」の領域の教育の
必要性が唱えられ、さらに「標準語」概念の提起とともに展開された。「標準語」は「教育
ある東京人の話すことば」をさらに彫琢したものであり、上田は「その言語が文章上の言
語」となることによって「全く独立の地位を有し」「伝播しゆく」べきと説いている。「標
準語」は、文字と発音を原則的に一致させる言語科学主義を基礎に、言（地域根ざした多
声的生活語）→文（「国語読本」）→言（「標準語」）という図式での言文一致のあり方を強
力に推し進めるものとして機能した。上田の弟子である保科孝一は言語科学主義の立場を
さらに徹底させ、植民地をも視野に入れて「国語教育」に関与していった。 
 一方沖縄地域においては、明治 20 年代後半、沖縄地域の教師の間では「普通語」を取り
立てて練習教授する「普通語なる一科目」の必要性が認識されていた。「中央」における「談
話語」の領域の発見に呼応する形で、地域の側からも近代学校に必須の教育内容として「普
通語」という領域が発見されていたのである。明治 30 年代前半からは「国語」概念の沖縄
地域における殊更の重大性が教師達に啓蒙的に語られていく。その過程で、「普通語」は「普
く通ずる言語」という定義のみならず、他府県出身教師により「尋常の国民たる者の、是
非普通に知らざる可からざる言語」という第二の定義を加えられ、「尋常の国民」への包摂
と排除の仕組みを沖縄地域住民につきつける概念として機能することとなった。こうした
他府県出身教師による「普通語」の定義が、沖縄県出身教師達をさらに「主体的」に「普
通語励行」へと駆り立て、明治 30 年代後半には「普通語」の普及浸透が、「国語科」とい
う枠組みを越え、ひいては学校を越え、家庭や地域ぐるみで取り組むべき課題となってい
た。その過程で小学校「国語科」成立に向けた上田の議論の原点にあった「言語の教育」
という「国語科」固有の課題は後景に退く。それは「我国語ハ、生キテ居ル国語デアル」
という国語観が、学習者の母語を「国語」へと、いわば総入れ替え（「生キテ居ル」までに）
する指向に立つものであったことの必然の行く末の姿ともとらえられる。 
第３章 宮良當壮と柳田国男の間－言語教育論をめぐって－ 
 大正から昭和にかけて活躍した八重山地域出身の言語学者宮良當壮は、戦後の沖縄地域
の言語教育に積極的な発言を行う。本章では宮良に深い影響を与え、沖縄地域の言語や言
語教育になみなみならぬ関心を寄せてきた柳田の言語教育論を踏まえ、それとの比較を通
して宮良の言語教育論の位置を浮かびあがらせていった。 
 「生蕃」（台湾先住民族）と比較されるまなざしを向けられて「本土」で長く暮らした宮
良は、自らの帰属と生存理由に切実に関わる言語学の領域においては、柳田から根幹的と
もいえる影響（＝沖縄地域のことばは「琉球語」ではなく、「国語」に包摂された「南島方
言」であるとする立場）を受け、「恩師」柳田の期待に応えた。「方言研究者」としての宮
良は、柳田と同様に「方言」への禁圧教育を批判し、「方言尊重」を唱える。「外から型を
与え」る形の標準語教育は母語を「劣性承認」させるものであると厳しく批判した柳田は、
宮良に対し「活きた言葉に注意をする者」としての役割を大いに期待した。しかしながら
「国語」の通時的正統性を保証する故郷の「純粋方言」の発音が失われつつあることを認
識したとき、宮良は標準語単一言語化を唱える調子を強め、柳田の言語教育論との分岐が
顕わとなる。その言説は、「恩師」柳田の期待に応えるものではなく、沖縄主体（統治層）
が歴史のキーポイントで選択してきた、近代的国民たる資格として標準語を習得し政治的
経済的社会的差別から解放されることへの切なる願いに応えるものであった。「内に根のあ
る語」の尊厳を主張した柳田であったが、その論理は「国語」の内側にのみ適用される。
柳田と宮良の間には、「国語」の境界を引く側と引かれる側の間があった。宮良における三
重の〈声〉、すなわち「本土」に対する「方言尊重」の論調、沖縄地域に対する標準語単一
言語化を指し示す論調、その底流に流れる故郷のことばを価値あるものにならしめんとす
る願いに耳を澄ませるとき、「国語」としての正統性と境界によって差別化する言語観から
解き放たれ、「内に根のある語」の尊厳と平等を認め合い、より豊かな言語生活を求める主
体を育む言語教育論の必要性が浮かびあがってくる。 
第４章 国分一太郎における「生活語」の発見－「方言詩論争」再考－ 
 近年議論が重ねられてきた「方言詩論争」をとりあげ、論争の場で司会を務め、自らの
「ずーずー弁」をめぐり葛藤しつづけた国分一太郎の言説に焦点を当てて論争の意義をと
らえた。「方言詩論争」は、植民地主義をひた走る 1930 年代半ばの東北地域で起こり、上
田万年以来の「標準語」による上からの言文一致に抗し、青森県の生活綴方教師三上斎太
郎が「方言」の側からの言文一致の表記法を提起したことを発端とする。三上の提起が論
争の過程で「国語」をめぐる「方言」の通時的正統性を根拠に展開された側面をとらえ、
先行研究においては「植民地主義的な国語教育への再統合」（小国喜弘） 注(4)として否定
的に評価されている。しかしながら、本論ではこの論争の総括で国分が「新しい意味の言
語教育が『東北発音矯正法』しか知らない言語教育の面が暗示され、生活言語が問題とな
った」と述べていることに注目し、「方言論争」の過程で子ども達の生活語が「生活言語」
として、すなわち生活認識の武器として発見された意義をとらえ、「植民地主義的な国語教
育への再統合」に回収されない可能性があることを指摘した。その意義を、地域の子ども
達の生活語と学校で教えるべき文字文化（＝標準語）との乖離に悩み、子ども達すべてに
文字文化を身に付けさせたいと願った国分の軌跡に即して検証し、生活語の「生活言語」
としての発見は、①これまで「標準語」という制度のもとで疎外されていた民衆の「から
だとこころ」を顕在化させ、「生活台の真実」を書き手である子どもと読み手である教師の
双方に意識化させる道筋をひらく、②民衆の生活語の側からの言文一致の道筋をひらき、
そのことを通して断絶させられてきた「書く（綴る）ことと生きること」の連続性を子ど
も達自身に獲得させる、③「国語」の正統性が子ども達の前に立ちはだかり表現意欲を閉
ざさせることを批判し、表現意欲を保障する等の意義を持つことを明らかにした。 
第５章 戦後民間教育運動における国語ナショナリズム 
    －奥田靖雄の標準語論を中心に－ 
 戦後民間教育運動において、とりわけ東北地域や沖縄地域で大きな影響力を持った奥田
靖雄「標準語について」（教育科学研究会『教育』第 77 号、1957 年）（以下奥田（1957 年）
とする）をとりあげ、その形成過程を辿り、戦後民間教育運動が指向した言語教育の一端
について検証した。奥田(1957 年)は、1950 年のスターリン「言語学におけるマルクス主義
について」（『プラウダ』紙、1950 年 6 月 20 日付け）の日本への紹介を理論的源流とする。
奥田（1957 年）はスターリン論考を基本としたソビエト言語学の動向を踏まえ、①「民族」
＝「国民」観に立った「単一民族語」＝「標準語」への指向、②方言消滅を言語の内的発
展の必然とするとらえ方、③「文章ことば」の優位性の主張、④国語教育の中核を標準語
教育に求める立場などを日本に敷衍させたものであること、さらにスターリン論考を特集
した民主主義科学者協会言語科学部会監修『言語問題と民族問題』（理論社、1952 年）の巻
頭論文、石母田正による「言葉の問題についての感想－木下順二氏に－」の基本的な木下
批判の論点（＝標準語は「おしつけ」られた言語ではなく、標準語教育には歴史の必然性
があった）を受け継いだものであることを明らかにした。こうした 1950 年代の標準語をめ
ぐる議論においては、劇作家木下の〈声〉＝生活語による日本語表現の豊かさ＝多声化へ
の指向と、ソビエト言語学を背景とした「文章ことば」＝標準語優位観に立つ単一言語化
＝単声化への指向の鋭い拮抗関係が見られた。その途上で石母田論考には見られた民衆の
生活語の土台に根ざした共通語→標準語形成という直接的道筋が、いつしか奥田によって
作家達の言文一致体創造への努力→標準語形成という間接的道筋へと展開される。その過
程で、生活語（方言を含む）⇔共通語形成という直接的行き交いによる日本語の豊かさの
追求および生活認識力育成の可能性が閉ざされていった。 
第６章 戦後沖縄にける「学力問題」における「言語問題」 
    －上村幸雄・儀間進・東江グループを中心に－ 
 沖縄地域における言語教育史を矛盾の顕れの一つとして、1970 年代市場経済の浸透とと
もに、直接的には県民の大学合格率を契機として起こった「学力問題」がある。その中核
には「言語問題」すなわち「言語と学力」に関わる問題が位置していた。 
 沖縄地域の民間教育運動の理論的リーダー上村幸雄による「民族、国家、言語－『処分』
と言語政策－その考察の前提」（『新沖縄文学』「特集・『琉球処分』一○○年」、1978 年）は、
スターリン論考を源流とし、基本的に奥田靖雄の標準語論を沖縄地域に敷衍したものであ
り、「一国家、一民族、一言語」観のもとに、「ほろびゆく方言」観を根底に持つものであ
った。「方言」による文学は「民族全体の古典として」研究保存されるべきものとであると
する一方、東北地域における生活綴方運動を言語の内的発展法則に逆行するものととらえ
た。こうした内容は、結果的に沖縄地域における生活語で綴ることによる生活認識力育成
への視野を閉ざす働きを担ったととらえられる。 
 一方高校教諭儀間進は、「本土並み」「祖国復帰」が幻想にしか過ぎないことが顕わにな
る 1970 年個人誌『琉球弧』を発刊し、被抑圧民族に深く共鳴し植民地主義に抵抗する位置
から沖縄口(ウチナーグチ)で書くことによって沖縄地域の「主体」を回復・奪還する文化実
践を提起した。儀間は、共通語単一言語化を指向するのではなく、生活語を土壌として共
通語を学ぶことによって共通語能力も豊かになるとの道筋を提示するとともに、二重言語
生活の意義として、①言語を相対化するメタ言語意識が育まれること、②他者の言語の尊
厳を学ぶことができることをあげた。 
 1983 年心理学者を中心とする東江グループは、共通語能力が学力に影響を及ぼすとして
二重言語生活を否定的にとらえる研究を発表し、センセイショナルな反響を呼んだ。この
議論の過程で、詩人高良勉は東江グループに反論し、沖縄地域の多言語性に「複合文化へ
の創造力」という積極的な意義を見出し、多民族が居住する東南アジア地域の言語教育の
試行に学んで沖縄地域の言語教育の展望を見出すべきであると述べた。 
 1970 年代進学問題を直接的契機とし、「本土並み」の「学力」をめざす議論の中で共通語
単一言語生活化への指向が示される一方で、二重言語生活を積極的にとらえる言語教育論
および言語学力論への展望がひらかれたのである。 
第Ⅱ部 ベトナム編 
第７章 ベトナム言語教育史研究の課題と方法 
 ベトナムは多数民族キン族と 53 の少数民族からなる多民族国家である。1945 年ホー チ 
ミンは、フランス植民地時代「劣等言語」とみなされていた自らの民族語、ベトナム語で
「独立宣言」を読みあげる。以降近代化を担うベトナム語の創造を求めて自ら実践した。
また被抑圧民族の立場からレーニンの民族自決権の思想に共鳴したホー チ ミンは、1946
年に制定した憲法において少数民族語による学習権を掲げ、民族語とベトナム語とのバイ
リンガル教育を試行していく。本章では、先行研究が主に言語政策に関わるものであるこ
とを踏まえ、1945 年「独立宣言」以降のベトナム言語教育史について言語教育の内実（根
底にある言語観、カリキュラム、教育方法等）に立ち入って考察することを本研究の課題
として導き出した。 
第８章 ベトナム民主共和国およびベトナム社会主義共和国における言語教育史の概観 
 １千年以上に及ぶ中国支配を受け漢字文化圏であったベトナムにおいて、新たな支配者
フランスが登場し、ベトナム語を「劣等言語」と位置づけ、漢字漢文に対抗しフランス語
を公式的な教育言語とする過程を辿った。その過程で、国語(クォックグー)（Quoc Ngu：
ベトナム語をラテン文字表記化したもの）はフランス語への導入役と位置づけられ、次第
に漢字に替わる文字として浸透していく。この国語(クォックグー)をベトナム解放運動の担
い手たちは被植民地状態からの「民族」の解放と独立、近代化を担う文字として認識し、
普及していく。こうした歴史を踏まえ、以下 1945 年以降を４期に分け、各期の言語教育の
特徴をとらえた。 
第Ⅰ期 1945 年～1954 年／独立国家樹立期 
    －国語(クォックグー)の識字運動と少数民族の民族語学習権の理念の提起 
  1945 年の 8 月革命によって植民地体制が打倒され、9 月 2 日ホーチミンが「独立宣言」
をベトナム語で読みあげ、ベトナム民主共和国（いわゆる北ベトナム）が樹立された。独
立の維持が極めて困難な時期にあって、1945 年 10 月ホー チ ミンは「ベトナム国民の皆
さん」という呼びかけのもとに、「失学の困難に抗するために」という識字運動アピールを
出し、国語(クォックグー)の学習を呼びかけた。識字運動とともに、ホー チ ミンはフラン
ス植民地時代「劣等言語」に追いやられてきたベトナム語の地位を高めることを強く意識
し、ベトナム語を公教育における正式な教授言語として位置づけるとともに、①漢越語（漢
語由来の語）・外国語をなるべく排除した「民族語」としてのベトナム語の創造、②ベトナ
ム語の民主化平易化、③科学の発展を担いうるベトナム語の創造、という基本的方向性を
示し、自ら実践した。またこの期には、少数民族の民族語学習権の理念が打ちだされ、第
Ⅱ期における第１次バイリンガル教育の試行へと展開されていくこととなる。 
第Ⅱ期 1954 年～1975 年／南北分裂・ベトナム戦争期 
    －第１次バイリンガル教育の試行と「ベトナム語の純粋性を守る」運動 
 1965 年、アメリカがベトナム民主共和国（北ベトナム）に「北爆」を開始し、ベトナム
戦争が激しく闘われる。1975 年南北が統一する。この期には少数民族自治地区政策が行わ
れ、それに伴い有力民族の民族語を地域共通語とするための正書法が定められた。この正
書法に基づき、初等教育において民族語を教授言語とするバイリンガル教育が試行される
（第１次バイリンガル教育）。少数民族語教育が意識されるに伴い、「国語(クォックグー)」
という用語の替わりに「普通語」という用語が用いられるようになる。しかしながらこの
第１次バイリンガル教育は、①地域毎に微妙に異なる民族語の正書法制定が抱えた矛盾、
②上級学校に進学する際、キン族と少数民族の間で起こったベトナム語能力の差とそれに
伴う学力問題、③バイリンガル教育ができる教員養成の未熟さ等の要因により、失敗に終
わる。 
 戦争の最中(さなか)に行われた首相ファム ヴァン ドンの演説「ベトナム語の純粋性を守
る」（1966 年）は、①言語には「民族＝国民」の魂が宿るとし、言語愛を以て国民意識昂揚
を説く、②漢語や外国語を排斥し、ベトナム語の純粋性を守るべきである等の点において、
上田万年『国語のため』（冨山房、1895 年）のベトナム版ともいえる内容を含んでいる。 
 またフランス植民地時代以来ベトナム語教科書は「国文(クォツクヴァン)（Quoc Van)」
と呼ばれていたが、1962 年の教科書全面改定に伴い、「習読（Tap Doc）」に変更された。 
第Ⅲ期 1976 年～1980 年代／南北統一国家確立期 
    －第 53-CP 号決定公布と普通語普及 
  1975 年 4 月 30 日ベトナム戦争が終結する。12 月 27 日の国会で少数民族自治地区の廃
止が採択され、1976 年ベトナム社会主義共和国が成立する。自治地区政策廃止とともに出
されたのが、1980 年「少数民族の文字に関する方策に関する第 53-CP 号決定」である。こ
の決定により、第Ⅰ期から第Ⅱ期に打ち出された少数民族の民族語による教育という理念
から、「普通語」としてのベトナム語普及へと重点が移される。またこの決定で「普通語と
普通文字は、ベトナム民族共通の一般的言語である」との定義がなされ、今日に至る。 
 1981 年小学校から高等学校の教科書が全面改訂された際、ベトナム語教科書の呼称が「習
読（Tap doc）」からさらに「ベトナム語（Tieng Viet）」に変更された。この「国文(クォツ
クヴァン)」から「習読」、さらに「ベトナム語」へという変遷には、ベトナム語は厳密にい
えばキン族の母語であり、「国文(クォツクヴァン)」という表現は適さないと考える多民族
国家としての自覚が反映されている。公文書におけるベトナム語の「普通語」としての位
置づけと連動して、教科書名も変更されたことがうかがえる。 
第Ⅳ期 1990 年代以降／ドイモイ政策期 
    ー「民族融和」の強調と第２次バイリンガル教育の模索 
 市場開放へと転換するドイモイ政策が功を奏してくる 1990 年代には、市場経済化・工業
化を担う国民形成の一環として少数民族言語教育がより一層意識的に追求される。1998 年
教育法第 5 条は「ベトナム語は、学校で用いられる正式言語である」と定める一方で、国
家の側の民族語学習権保障の努力を明示した。少数民族地域におけるバイリンガル教育を
実質的に推進することによって国民（初等）教育普及の柱としていることがうかがえる。
これに伴い少数民族地域で民族語教育が再開される（第２次バイリンガル教育）。 
 第２次バイリンガル教育においては、民族語を１つの教科として位置づける方式が模索
され、第１次バイリンガル教育における、民族語を「ベトナム語を学ぶための『架け橋』」
として位置づける言語教育観から、継承すべき「文化」として位置づける言語教育観への
転換が見られる。また第１次バイリンガル教育の反省を踏まえ、学習者の母語の背景を認
識してバイリンガル教育を担う教員養成カリキュラムに関わる研究が推進されている。 
 2003 年度より小学校の「ベトナム語」教科書が改訂される。改訂後教科書からは、（１）
国民統合の象徴として独立の父「ホーおじさん」が引きつづき大きな役割を担っているこ
と、（２）工業化を担う「人民」像が打ちだされていること、（３）ベトナム国家の多民族
性が強く打ちだされ、「民族融和」のメッセージが強調されていること、（４）少数民族に
対する国民教育普及のメッセージが随所に位置づけられていること等の特色をとらえるこ
とができる。さらなる経済発展を達成するために、少数民族を「国民」として形成すべく、
「民族融和」のもとに成り立つ「多民族国家」像を強く打ちだしている。 
第９章 多民族国家ベトナムにおけるバイリンガル教育をめぐる葛藤 
        －バッカン省バーベー郡をフィールドとして 
  以上の言語教育史の概観を踏まえ、2004 年 9 月 13 日～20 日、北部山岳地域バッカン（Bat 
Can）省バーべー（Ba Be）郡において、少数民族の人びとが第１次バイリンガル教育をど
う評価し、現在どのような言語教育要求を持っているかについてインタビュー調査を行っ
た。調査より以下のことが明らかになった。 
○第１次バイリンガル教育への評価 
 第１次バイリンガル教育の体験者は、教員養成の未熟さやキン族と同等のベトナム語（普
通語）能力の保障を可能とするカリキュラム・教授法の必要性等の問題点を指摘しつつ、
生活で民族語を使用するだけでは学べない民族語文化の豊かさ・深さを学ぶことができた
点について、肯定的に評価している。 
○現在どのような言語教育要求を持っているか 
 若い世代等に見られるベトナム語単一言語教育要求の背景には、①厳然たるベトナム語
優位社会が存在し、その社会を生き抜かなければならないこと、②少数民族地域にも市場
経済化の波が押し寄せ、それに乗り遅れまいとする意識が強く存在すること、③「民族語
の平等」が理念として掲げられているが、言語を序列化する意識を内面化させられている
こと、④民族語の存続自体に危機感がないこと等の複合的要因があることがうかがえた。 
 一方で、文字を所有し、民族語文化の豊かさ・深さを認識し、高い誇りを抱いている地
域の長老は、若い世代へ民族語文化を継承することを強く求め、民族語の豊かで深い土壌
のもとに第２言語として普通語（ベトナム語）学習が行われることを願い、「バイリンガル
教育」の定義「母語の維持と発展、第二言語の獲得、母語と第二言語を用いた教科教育と
いう三つの目的を同時に実現していく手段」 注(5)にかなった教育を要求していた。 
 単一言語教育を要求する場合も、バイリンガル教育を要求する場合も、その根幹には共
通して、ベトナム社会を差別されずに生き抜くことができる学力保障への要求がある。沖
縄地域における「学力問題」とも共通する葛藤が見られた。 
第 10 章 ドイモイ期ベトナムにおける「国家語」制定をめぐる葛藤 
－少数民族言語教育の課題を踏まえて 
 1991 年ソ連邦崩壊を直接的契機とし、ベトナム語を「国家語」とすべきか否かを問う議
論が起こった。議論には以下の論点が見られる。 
論点１ ベトナム語を 「国家語」 として制定することにふさわしい段階であるかどうか
論点２ キン族を多民族国家ベトナムの中核民族とみなし、その言語であるベトナム語こ    
そ今後の国家の発展を担いうるとするキン族およびベトナム語優位観に立つか、    
各民族語の平等権の保障を強調するか  
論点３ 現時点でベトナム語を「国家語」として制定することが、 少数民族に対する国    
民教育（初等教育）の普及すなわち「国民」化の上で有効か否か  
 政治的緊張関係をも招く平野部と山岳少数民族地域との経済的格差をどのように是正し
ていくかは、ドイモイ期ベトナム国家が直面する切実な課題である。ベトナム語を「国家
語」として制定することによって、①ベトナム語学習により強い強制力を持たせることが
でき、少数民族の「発展」および「国民」化をなしとげることができるとする立場と、②
母語（民族語）教育の本格的推進→バイリンガル教育の実質的推進→民族平等の質の向上
という道筋・展望において、その展望がむしろ閉ざされ少数民族の国民教育からのさらな
る離脱を招きかねないと考える立場との葛藤があることを明らかにした。 
終章 日越比較を踏まえ、もう一つの(オールタナティブ)言語教育を求めて 
 以上を踏まえ、比較考察を行った。同じアジア地域に位置する日本とベトナムの近代国
民国家樹立期におけるリーダーに共通するのは、漢字文化圏からの離脱を志向し、国民に
普く通ずる固有の言語と文章をいかに確立するかという課題意識と、それに伴う「国語」
ナショナリズムの唱道、およびそれを具現する場としての「国語」の教育への強い関心で
ある。しかしながら「国語」ナショナリズムの展開および「国語」の教育のあり方は日本
とベトナムで大きく異なっていく。一つは、「国語」の教育内容の主な領域、もう一つは「国
語」概念のその後の展開の相違である。 
 日本の「国語」概念においては、前近代から近代への転換において主に音声言語の領域
の教育が強調され、標準語教育が国民形成の根幹に据えられた。一方、ベトナムでは「自
分自身で考えることや物事を分析することを知る訓練」の基礎に国語(クォックグー)の識字
が位置づけられ、文字の領域の教育が国民形成の根幹に据えられた。独立、自由や権利と
いった近代的概念を民衆自身のものとするために、文字文化の獲得がなされなければなら
ないと考えられたのである。国語(クォックグー)の識字運動は西欧の植民地とされた地域で
実践された識字運動として先駆的な意義を持つが、一方で政治教育とも結び多分に注入普
及的性質を帯びており、その意味では日本の標準語教育と同質であったとの見方も成り立
ちうる。 
 国民国家形成期に重要な意味を担った「国語」概念は、日本においてはその後も単一言
語国家幻想に支えられ、その自然性を根拠として実際には存在する多民族性・多言語性を
抑圧する働きを内包してきた。1990 年代後半から、国際社会にひらかれた教科名として「日
本語科」や「言語科」へと変更すべきという議論も登場したが、公的には「国語」および
「国語科」という呼称が揺らぐことはなく、今日再び「祖国とは国語」とする論調が現れ
ている。一方ベトナムでは、フランス植民地主義に抗する国民形成において「国語(クォツ
クグー)」という用語が多用され、教科名は「国文(クォツクヴァン)」とされたが、次第に
「民族語の平等権」との整合性を考慮した呼称「普通語」と教科名「ベトナム語」へと変
遷し、今日に至る。 
 日本・ベトナム双方の地域において、学校で教授される言語と学習者の生活語との乖離
が矛盾として意識され、大きな課題となった。生活語で綴ることによって生活認識力を育
成するという教育方法が見出されたことは日本近代言語教育史の貴重な糧となろう。その
矛盾は「学力問題」としても意識され、地域（民族）の言語文化を土壌としたバイリンガ
ル教育を要求する層と、優勢言語による単一言語教育を要求する層との葛藤が共通して見
られ、その過程でバイリンガル教育の積極的意義が見出されていった。 
 以上の比較考察を踏まえ、日本における「もう一つの(オールタナｔィブ)言語教育の展望」
を示す。 
○もう一つの(オールタナティブ)言語教育への展望において言語教育の制度面をどのよう
に構想していくか 
  制度面における「日本語科」（府川源一郎）、「言語科」（佐藤学）等の提言を踏まえ、本
研究では初等教育段階にもふさわしい教科名として「ことば科」を、そして「ことばの教
育」というあり方を提唱した。「ことば科」とすることによって、「国語」概念が内包して
きた厳しい政治性から言語教育の制度を解き放つことが可能となるであろう。 
○もう一つの(オールタナティブ)言語教育への展望を支える言語教育観をどのように豊か
にしていくか 
 「国民」を形成するという意味を担ってきた「国語教育」から、「共に生きる」関わり合
いを紡ぎだす「ことばの教育」への脱構築が、本研究が辿り着いた一つの到達点である。 
「国語教育」においては「訛音」を「正しい国語」へと発音矯正していくことが重要視さ
れ、その結果学習者は自らの母語を「劣勢承認」（柳田国男）させられるという事態が生じ
た。「ことば科」および「ことばの教育」の根幹には「自己と他者のことばの尊厳と権利を
学ぶ」ことを据え、自らの「語り口」を豊かなものとする主体の形成が目標となる。 
○もう一つの(オールタナティブ)言語教育への展望をひらく学力論をどのように豊かにし
ていくか 
 本研究で見出された言語学力論の重要な論点として、地域に根ざした生活語文化を土壌
として第２（多）言語を学ぶことによってメタ言語意識が育まれ、多言語社会を生きる上
で有効な学力となることがあげられる。日本語教育研究の成果にも学びつつ、こうした観
点からのさらなる言語学力論の解明を今後の課題としたい。また地域語・民族語文化の創
造的発展によって、近現代史の矛盾を省察し、自然との共生や文化の多様性を保障する「地
球の持続可能な発展」を担う世界観の形成を行うことを視野に入れた言語学力論の構築も
課題としてあげられる。 
おわりに 
 最後に「ことばの教育」像を豊かにしていくために、①日本語教育研究の成果を踏まえ、
日本語教育研究と国語教育研究とのさらなる研究交流および連携を深め、多言語社会の現
実と課題を見据えた議論を重ねること、②多言語社会の現実と課題を見据えながら、不断
に内側から「国語教育」を「ことばの教育」へと脱構築していく試みを実践的に探究し、
その内実をさらに豊かなものとしていくことを今後の課題とし、本研究を結んだ。 
（注） 
(1)加藤節「国民国家のゆらぎと政治学」（『岩波講座 社会科学の方法１ ゆらぎのなかの
社会科学』岩波書店、1993 年、59-83 頁）の「二 国民国家－擬制と実体」に拠る。 
(2)1979（明治 12）年の「琉球処分」以降「沖縄県」とされた地域を指す。なお、「沖縄地
域」としたが、宮古諸島、八重山諸島の人びとは、沖縄本島のことを「沖縄」と呼び、自
らが居住する地域を「沖縄」とは呼ばない。本研究では決して一元的にとらえられないこ
とに留意しつつ、（近代以降日本国家に組み込まれたが）世界にひらかれた一地域という意
味あいをこめて「沖縄地域」と呼ぶこととする。 
(3)前掲加藤節「国民国家のゆらぎと政治学」を参照されたい。 
(4)小国喜弘『民俗学運動と学校教育 民族の発見とその国民化』（東京大学出版会、2001
年）の第四章「生活語の復権」を参照されたい。 
(5）山本雅代『日本のバイリンガル教育』明石書店、2000 年、14-15 頁。 
